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１． 16 年 3 月期の連結業績（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 

（１）連結経営成績                              

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

     百万円     ％      百万円     ％      百万円     ％ 

16 年 3 月期 ４８４，３１８（  ５．５）   ７，４６７（    －）   ７，４０１（    －） 

15 年 3 月期 ４５８，８５５（  ４．３）  △４，７６９（    －）  △５，３４５（    －） 

 
１株当たり 潜在株式調整後１株 株 主 資 本       総 資 本 売 上 高  

 
当 期 純 利 益 

当期純利益 当たり当期純利益          当期純利益率 経常利益率 経常利益率 

    百万円    ％  円  銭    円  銭     ％      ％     ％ 

16 年 3 月期 ３，２６１（   －）  18.56       －   ２．０    １．２   １．５ 

15 年 3 月期 △７，５７８（   －）   △44.72       －  △４．６   △０．８  △１．２ 

 （注）①持分法投資損益 16 年 3 月期 370 百万円 15 年 3 月期 259 百万円  

    ②期中平均株式数（連結） 16 年 3 月期 169,729,903 株 15 年 3 月期 170,200,510 株  

    ③会計処理の方法の変更  無 

    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

（２）連結財政状態 

   総 資 産   株 主 資 本   株主資本比率 １株当たり株主資本 

      百万円      百万円        ％     円  銭 

16 年 3 月期  ５９５，７３３  １６９，９６０     ２８．５ １，００１．３３ 

15 年 3 月期  ６４８，９６１  １６１，６１２     ２４．９ ９５１．７７ 

 （注）期末発行済株式数（連結） 16 年 3 月期 169,598,534 株 15 年 3 月期 169,740,087 株  

 

（３）連結キャッシュ・フロ－の状況 

営業活動による          投資活動による          財務活動による          現金及び現金同等物 
 

キャッシュ・フロ－ キャッシュ・フロ－ キャッシュ・フロ－ 期 末 残 高          

      百万円      百万円      百万円      百万円 

16 年 3 月期    ２，０４３   △６，９９７  △２１，１５７   ３２，２１３ 

15 年 3 月期    △２，３０８   △４，３１８   １０，９３９   ５８，４０７ 

 

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

   連結子会社数 6 社  持分法適用非連結子会社数 5 社  持分法適用関連会社数 3 社 

 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結（新規）－社 （除外）－社  持分法（新規）1 社 （除外）－社 

 

２． 17 年 3 月期の連結業績予想（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 

 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益        

        百万円        百万円        百万円 

 中 間 期    １３０，０００     △４，４００       △３，１００ 

 通   期    ４６３，０００      ９，０００      ３，７００ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 21 円 82 銭 

  ※上記予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の 6 ページを参照してください。 
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企業集団の状況 

 当社グループは、当社、子会社１６社及び関連会社７社で構成され、建設事業及び開発事業等を主な事業の内容

としております。当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関係は、次のとおりであ

ります。なお、次の２部門は事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 
 
［建 設 事 業      ］ 
  当社は総合建設業を営んでおり、子会社である光が丘興産（株）、フジミビルサービス（株）、（株）ミヤマ工業

及び関連会社の前田道路（株）に施工する工事の一部及び資材納入等を発注しており、東洋建設（株）とは業務

提携及び共同で海外事業領域の拡大等を図っております。 
［その他の事業］ 
  当社は不動産開発事業等を営んでおり、子会社である正友地所（株）が不動産の販売及び賃貸事業を、（株）前

田製作所が建設機械の製造・販売・レンタルを、フジミ工研（株）がコンクリート二次製品の製造・販売を行っ

ております。また、関連会社の（株）光邦は印刷業を営んでおります。 
   
  事業の系統図は次のとおりであります。 

得      意      先 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

工
事
施
工 

 
 
 
                       資機材販売他 

 
 
                       工事施工 
 
 
 
 
 
 
  （注）無印は連結子会社６社、※１は非連結子会社で持分法適用会社５社、※２は非連結子会社で持分法 
     非適用会社５社、※３は関連会社で持分法適用会社３社、※４は関連会社で持分法非適用会社４社 
     である。       
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         建 設 事 業              開発事業他

  ［建 設 事 業］ 
（子  会  社） 
 光が丘興産（株） 
 フジミビルサービス（株） 
 （株）ミヤマ工業 
 その他３社   ※１ ※２ 
 
（関 連 会 社） 
 前田道路（株）※３ 
 東洋建設（株）※３ 
 その他２社  ※４ 

 

工
事
施
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  ［そ の 他 の 事 業］ 
（子  会  社） 
 （株）前田製作所 
 フジミ工研（株） 
 正友地所（株） 
 その他７社 ※１ ※２ 
 
（関 連 会 社） 
 （株）光邦 ※３ 
 その他２社 ※４ 
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関係会社の状況 
 

名 称 住 所 資本金 主要な事業 の 内 容 
議決権の
所有割合 関 係 内 容 摘要 

（連 結 子 会 社）  百万円  ％   

 ㈱ 前 田 製 作 所          長野県長野市        3,160 その他の事業    50.7  (  8.4) 

当社は建設用機械等を購
入、賃借している。 
役員の兼任等…… 有 

※１ 
※２ 

 光 が 丘 興 産 ㈱          東京都千代田区 1,054 建設事業、 その他の事業 
   42.6 
 (  0.8) 

当社より建設工事を受注し
ている。当社は建設用資機
材を購入、賃借している。 
役員の兼任等…… 有 

※１ 
※３ 

 フ ジ ミ 工 研 ㈱          東京都千代田区 250 その他の事業    75.0  (   －) 

当社は建設用資材を購入し
ている。 
役員の兼任等…… 有 

  

 フジミビルサービス㈱ 東京都千代田区 100 建 設 事 業         100.0  ( 50.0) 

当社より建設工事を受注し
ている。当社施設のビル管
理等を行っている。 
役員の兼任等…… 有 

  

 正 友 地 所 ㈱          東京都千代田区 50 その他の事業   100.0  (  3.6) 

当社グループの不動産開発
を行っている。 
役員の兼任等…… 有 

  

 ㈱ ミ ヤ マ 工 業          東京都千代田区 25 建 設 事 業         100.0  ( 50.0) 

当社より建設工事を受注し
ている。 
役員の兼任等…… 有 

  

(持分法適用関連会社)  百万円  ％   

 前 田 道 路 ㈱           東京都品川区        19,350 建設事業、 その他の事業 
   23.4 
 (  0.0) 

当社より舗装工事等の建設
工事を受注している。 
役員の兼任等…… 無 

※２ 

 東 洋 建 設 ㈱  大阪市中央区 8,158 建設事業    22.3  (  －) 

当社と業務提携を行い、共
同で海外事業領域の拡大等
を図っている。 
役員の兼任等…… 無 

※２ 

 ㈱   光   邦 東京都千代田区 100 その他の事業    40.7  ( 15.0) 

当社より印刷、製本等を受
注している。 
役員の兼任等…… 有 

 

（注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 
   ２．※１：特定子会社に該当する。 
   ３．※２：有価証券報告書を提出している。なお、㈱前田製作所は株式を日本証券業協会に店頭上場し、 
     前田道路㈱は株式を東京証券取引所市場第一部に上場し、東洋建設㈱は株式を東京証券取引所市場 

第一部及び大阪証券取引所市場第一部に上場している。 
   ４．※３：持分は 100 分の 50 以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものである。 

   ５．議決権の所有割合の（  ）内は、間接所有割合で内数である。 
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経 営 方 針 

１．会社の経営の基本方針 
  当社は、創業以来「誠実」「意欲」「技術」を社是とし、「良い仕事をして顧客の信頼を得る」を創業理念として、 
品質至上と顧客最優先のもと、顧客と地域社会に信頼感・安心感・満足感を与える品質を提供することを経営の

基本方針としております。また、事業を通して常に社会に意義ある貢献をするため、「ＭＡＥＤＡ行動規範」を定

め、株主・ 投資家に理解と共感を得る開かれた経営を目指しております。 
 
２．会社の利益配分に関する基本方針 
  利益配分につきましては、株主の皆様に長期的な安定配当を行うとともに、将来の事業展開に備えるため、内

部留保に努めることを利益配分の基本方針としております。 
 
３．中長期的な会社の経営戦略 
当社は、平成１６年度を初年度とする第３次中期経営計画を策定し、利益ある成長を目指しております。平成

１８年度の計画最終年度での目標達成に向け、以下の項目を重点施策として掲げ、グループワイドでの収益力向

上に全社一丸となって取り組んでまいります。 
（１）価格競争力の向上 

新しい生産システムの構築、総経費の圧縮や営業支援・施工支援体制の再構築などにより、価格競争力の 

向上を図る。 

（２）ソリューション機能の強化 

エンジニアリング力を徹底強化することにより、顧客の抱える問題に対する解決能力を高め、エンジニア

リング企業になる。 

（３）ブランド力の向上 

信用力（財務力）を堅持し、品質強化や安全強化体制の構築、広報・ＩＲ活動への取り組みをさらに強

化することにより、顧客に選ばれるブランドを有する企業になる。 

（４）新規市場の開拓 

リテール事業、ＩＴソリューション事業の拡大や新規事業の創出の活性化と絞り込みにより、グループの 

利益ある成長に貢献するイノベーションを創出する。 

（５）グループ経営体制の再構築 

   関係会社の事業領域の見直しや効率化を行うとともに、東洋建設との提携強化を図りながら、グループ全 

体の収益力強化を高める体制づくりを推進する。 
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４．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

  当社は、ステークホルダーの期待に応えて、グループ全体が事業目的を達成し、企業価値を継続的に高めて 

いくためには、事業活動の健全性に対する説明責任や透明性を保証し、また社会的責任・企業倫理・法遵守など

の完遂性を高めるための基盤として、内部統制機能を充実していくことが企業経営にとって不可欠であると認識

しており、経営の効率性、健全性ならびに透明性の向上を目指して、経営体制の整備等を実施しております。 

  具体的な取り組みとしては、経営の意思決定の迅速化と業務執行責任の明確化のため執行役員制度の導入や 

平成14年6月からは取締役の任期を１年に短縮し、経営環境の変化に機動的に対応できる体制としております。 

一方、グループ経営における連携を強化するため、グループ会社との連絡会を定期的に開催するなど、グルー 

プを含めた経営戦略の決定や業務執行が迅速に行える経営体制を整えてまいりました。 

 法令遵守につきましては、役職員一人ひとりが日常活動において法令を守り、社会の規範や正義から逸脱し 

ないことは当然であるばかりか、一層高い倫理観に根ざしたものであることが求められていることから、コン 

プライアンス体制の見直し・整備の一環として、平成15年1月に「企業倫理委員会」および「企業行動ヘルプ 

ライン」を設置して、継続的に活動しております。 

 本年４月には当社の社会的責任（ＣＳＲ）への取り組み強化に向け、内部統制システムの総合化・高度化・ 

効率化を図り、経営者の適正な業務執行を支援する「総合監査部」を新設いたしました。 

  当社の業務執行や内部統制のしくみは下図のとおりとなっております。 

 

〔当社の業務執行及び内部統制のしくみ〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．会社の対処すべき課題 

  当社は、中長期に亘り建設需要が減少していくものと予測されるなか、企業の持続的成長を図るため、平成 

16年度より「価格競争力の向上」、「ソリューション機能の強化」、「ブランド力の向上」、「新規市場の開 

拓」、「グループ経営体制の再構築」を柱とする第３次中期経営計画を策定し、グループワイドでの収益力向 

上に、全社一丸となって取り組んでまいります。これらの活動を通じて、すべてのステークホルダーに満足を 

提供する企業を目指して、より一層の社業の発展に努力を重ねてまいります。

企業行動ヘルプライン

社　　　　員

株　主　総　会

　　　企業倫理室

執行役員・支店長

経営会議
本部長会議
執行役員会

本・支店各部門

作　 　業 　　所

監査役（会） 会計監査人

企業倫理委員会

総合監査部

支店長会議

代表取締役社長

取締役（会）
監査

監査

監査

選任選任選任

連携

連携

助言・提言
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経営成績及び財政状態 

１．経営成績 
（１）当期の業績全般の概況 
当期におけるわが国経済は、米国を始めとした世界経済が回復する中で、輸出や生産が緩やかに増加し、年 

度後半から株価の上昇傾向がみられるなど、企業収益に改善の兆しが見られました。一方、雇用・所得環境に 

目立った改善がないことから、個人消費は引き続き低調に推移するなど、景気は総じて力強い回復までには至 

りませんでした。 

当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の主たる事業の建設業界におきましては、民間設備 

投資、住宅着工は堅調に推移いたしましたが、公共投資は、国、地方ともに依然として財政状況が厳しく５年 

連続の減少となり、建設投資全体では、５５兆円を割り込む見込みとなりました。 

このような状況のなか、当社は、事業の効率化、技術力の向上、新たな事業領域の拡大を図ることを目的に、 

平成１５年１０月に東洋建設の第三者割当増資を引き受けるとともに、同社との業務提携をより一層強化し、 
「共同技術開発」、「共同購買によるコスト削減」などに取り組んでまいりました。 
   また、収益力の一層の強化による業績の向上を目指し、建築分野におきましては、選別受注を強化し、得意 

  とする超高層ＲＣ住宅や教育関連施設、医療・福祉関連施設などの受注拡大に、土木分野におきましては、国 

内外ともにエンジニアリング力を活かしたきめ細やかな営業展開に努めてまいりました。 

   当期の業績につきましては、以下のとおりになりました。 
①売上について 
  当期の連結ベースの売上高は、前期比５．５％増の４，８４３億円余となり、当社単体での売上高（完

成工事高）は、前期比４．８％増の４，３２７億円余となりました。 
②利益について 
    当期の連結ベースの利益は、経常利益が７４億円余、当期純利益が３２億円余となりました。 
当社単体での利益は、建築工事のエンジニアリングの強化、施工の効率化等により、営業利益は５３億円余、

経常利益は５５億円余となり、当期純利益は２５億円余となりました。 
  ③株主配当金について 
 当期の業績は厳しい経営環境のなか、利益面におきまして当初の計画を達成することが出来ましたので、 
株主配当金につきましては、当初の予定通り、１株につき前期に対して２円増額した９円とさせていただく 
予定です。 

（２）当期のセグメント別の概況 
  ①建設事業について 
    建設事業は、当社が大半を占めており、当社を中心に積極的な営業活動を展開してまいりました結果、売

上高は前期比３．１％増の４，２６１億円余となり、営業利益につきましては５２億円余となりました。 
  ②その他の事業について 
    その他の事業は、建設事業に関連する事業を中心にサービス業まで幅広く展開しており、厳しい事業環境 
のなか、売上高は前期比２７．８％増の５８１億円余となり、営業利益につきましては前期比５６．８％増 
の２７億円余となりました。 
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（３）次期の業績全般の見通し 
    今後の見通しにつきましては、設備投資の先行きに不透明感があるものの、景気は民需中心の緩やかな回 
復基調をたどり、企業収益も引き続き改善されるものと見込まれます。また、雇用・所得環境も厳しいなが 
らも持ち直しが期待され、個人消費に関しましても次第に明るさが見えてくるものと予想されます。 
   建設業界におきましては、民間設備投資の増加に若干の期待感が見られるものの、民間住宅投資に拡大の 
  要因が見受けられず、また、公共建設投資は国、地方とも財政上の抑制による削減傾向が続くことなどから、 
 中長期に亘る需要の減少は避けられないものと予測されます。 
   次期の業績予想につきましては、以下のとおり見込んでおります。 
①受注について 
    次期の当社単体での受注高につきましては、建築工事が当期比７．１％減の２，４００億円、土木工事が

同１６．４％増の１，４００億円、合計で当期並の３，８００億円を見込んでおります。 
②売上について 
    次期の連結ベースの売上高は、当期比 4．4％減の４，６３０億円を見込んでおります。当社単体での売上 
高（完成工事高）につきましては、建築工事が当期比３．３％減の２，７１０億円、土木工事が同６．９％ 
減の１，４２０億円、合計で当期比４．６％減の 4，１３０億円を見込んでおります。 
③利益について 
    次期の連結ベースの利益は、経常利益が９０億円、当期純利益は３７億円を見込んでおります。 
④株主配当金について 
    次期の株主配当金につきましては、１株につき９円を予定しております。 
 
２．財政状態 
（１）当期の概況 
    当期連結ベースの営業活動によるキャッシュ・フローは、前期完成した大型建築工事の売上債権を回収し

たことにより完成工事未収入金が 139億円余減少した反面、民間建築工事の増加に伴い期末受取手形残高が

117億円余増加したことなどにより、20 億円余となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、東洋

建設株式会社の第三者割当増資の引受および基幹情報システム投資などにより△69 億円余となりました。財

務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の圧縮および資金の効率化を目的とした前田グループＣＭ

Ｓ（キャッシュマネジメントシステム）の導入およびコミットメントライン200 億円を追加設定したことに

より有利子負債を圧縮した結果△211 億円余となりました。以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計

年度末残高は前連結会計年度末に比べ 261 億円余減少し、期末残高は 322 億円余となりました。 

（２）次期の見通し 
    次期連結ベースの営業活動によるキャッシュ・フローは、工事代金等売上債権の回収促進とコスト削減に

よる支出の低減に努めることにより、70 億円を予定しております。投資活動によるキャッシュ・フローは、

設備投資などにより△60億円を予定しております。財務活動によるキャッシュ・フローは、民間建築工事の

増加に伴い工事立替資金の増加に対応することなどにより、100 億円を予定しております。なお、有利子負

債の期末残高は、1,070 億円以内となる予定です。以上の結果、次期の現金及び現金同等物の期末残高は、

当連結会計年度末と比較して 110 億円増加すると予想しております。 

（３）キャッシュ・フロー指標のトレンド 

    平成 13 年 3 月期 平成 14 年 3 月期 平成 15 年 3 月期 平成 16 年度 3 月期 

株主資本比率（％） ２７．１     ２６．０     ２４．９     ２８．５ 
時価ベースの株主資本比率（％） １４．３     １０．３     １０．１     １４．７ 
債務償還年数（年） ９．１      －       －     ４７．６ 
インタレスト・カバレッジ・レシオ ４．５      －       －      １．５ 
（注）株主資本比率：株主資本／総資産 
   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 
   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 
※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出している。 
※ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出している。 
※ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

いる。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

している。また、利払いについは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用している。 
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連結財務諸表等 

比較連結貸借対照表 
                                             （単位：百万円） 

当連結会計年度 
（ 平成 16 年 3 月 31 日現在 ） 

前連結会計年度 
（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

増  減         期 別 
 

科 目   金   額   ％   金   額   ％ 金  額 

【資 産 の 部】 【５９５，７３３】 【100.0】 【６４８，９６１】 【100.0】 【 △５３，２２７】 

［流 動 資 産        ］ ［４１８，７１８］ ［ 70.3］ ［４７８，９４６］ ［ 73.8］ ［ △６０，２２８］ 

 現 金 預 金             ３２，４８７    ５８，７３３    △２６，２４６ 

 受取手形・完成工事未収入金等  １１３，８６７   １１６，０６９     △２，２０１ 

 有 価 証 券                 ５４       ３１７       △２６２ 

 販 売 用 不 動 産              ９，５２４    １６，３６３     △６，８３９ 

 未 成 工 事 支 出 金            ２１７，３００   ２３９，８５３    △２２，５５２ 

 その他たな卸資産              ４，２９９     ４，０２２        ２７７ 

 繰 延 税 金 資 産             １３，６９６    １４，６６５       △９６９ 

 そ の 他   ３３，２９３    ３３，８９６       △６０２ 

   貸 倒 引 当 金           △５，８０７    △４，９７４      △８３２ 

      

［固 定 資 産        ］ ［１７７，０１５］ ［ 29.7］ ［１７０，０１５］ ［ 26.2］ ［   ７，０００］ 

（有 形 固 定 資 産         ） （ ８１，３１０） （ 13.6） （ ８３，９８７） （ 12.9） （  △２，６７６） 

 建 物 ・ 構 築 物             ３８，５６２    ４１，０１９     △２，４５７ 

 機械・運搬具・工具・器具備品    ７，１３８     ７，１７２        △３４ 

 土 地             ３５，３９３    ３５，６６１       △２６７ 

 建 設 仮 勘 定                ２１６       １３３         ８２ 

（無 形 固 定 資 産         ） （  ３，１０９） （  0.5） （  １，６７６） （  0.3） （   １，４３２） 

（投資その他の資産） （ ９２，５９５） 

 
（ 15.5） （ ８４，３５１） 

 
（ 13.0） （   ８，２４４） 

 投 資 有 価 証 券             ７９，０７３    ６４，２２７     １４，８４６ 

 長 期 貸 付 金              ３，２５７     ３，４３７       △１８０ 

 破産債権、更生債権等              ８，２９０    １１，６５５     △３，３６５ 

 繰 延 税 金 資 産              ４，０４１     ８，９８２     △４，９４０ 

 そ の 他    ９，３２０     ９，３９５        △７５ 

   貸 倒 引 当 金          △１１，３８６   △１３，３４７      １，９６０ 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

 資  産  合  計  ５９５，７３３  100.0  ６４８，９６１  100.0   △５３，２２７ 
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                                                （単位：百万円） 

当連結会計年度 
（平成 16 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 
（平成 15 年 3 月 31 日現在） 

増  減         期 別 
 
科 目   金   額   ％   金   額   ％ 金  額 
【負 債 の 部】 【４２２，５７３】 【 70.9】 【４８４，４２２】 【 74.6】 【  △６１，８４９】 
［流 動 負 債        ］ ［３４０，０７６］ ［ 57.1］ ［４０２，６３６］ ［ 62.0］ ［ △６２，５５９］ 

 工 事 未 払 金 等             ７８，０６１    ８７，１８４     △９，１２２ 

 短 期 借 入 金             ４９，８９６    ５９，３４７     △９，４５０ 

 コマーシャルペーパー        －     ９，０００     △９，０００ 

 一年以内償還の社債        －     ５，５００     △５，５００ 

 未 払 金    ４，３４７     ４，５８１       △２３４ 

 未 払 法 人 税 等                ６３３       ５７５         ５７ 

 未 成 工 事 受 入 金            １８５，１０２   ２０９，３８６   △２４，２８３ 

 修 繕 引 当 金              １，０７１     １，２０２       △１３１ 

 賞 与 引 当 金   ２，７０６    ２，６９５        １０ 

 完成工事補償引当金               ３６３      ３４１        ２２ 

 そ の 他   １７，８９１    ２２，８２０     △４，９２８ 

      
［固 定 負 債        ］ ［ ８２，４９６］ ［ 13.8］ ［ ８１，７８６］ ［ 12.6］ ［     ７１０］ 
 社        債   ３３，５００    ３３，５００          － 

 長 期 借 入 金             １３，８４３    １１，００３      ２，８３９ 

 退 職 給 付 引 当 金             ３１，３１６    ３２，９９８     △１，６８２ 

 役員退職慰労引当金                ２３１       ４４６       △２１４ 

 そ の 他    ３，６０６     ３，８３７  △２３１ 

      
【少数株主持分       】 【  ３，１９９】 【  0.5】 【  ２，９２６】 【  0.5】 【     ２７２】 

 少 数 株 主 持 分              ３，１９９     ２，９２６        ２７２ 

      
【資 本 の 部】  【１６９，９６０】 【 28.5】 【１６１，６１２】 【 24.9】 【   ８，３４８】 

［資 本 金        ］ ［ ２３，４５４］ ［  3.9］ ［ ２３，４５４］ ［  3.6］ ［       －］ 

［資 本 剰 余 金］ ［ ３１，５７９］ ［  5.3］ ［ ３１，５７９］ ［  4.9］ ［       －］ 

［利 益 剰 余 金］ ［１０４，１９６］ ［ 17.5］ ［１０２，２６３］ ［ 15.8］ ［    １，９３２］ 

［その他有価証券評価差額金］ ［ １５，４５０］ ［  2.6］ ［  ８，９７５］ ［  1.4］ ［    ６，４７４］ 

［為替換算調整勘定］ ［    △５４］ ［△0.0］ ［    △４９］ ［△0.0］ ［      △５］ 
［自 己 株 式        ］ ［ △４，６６５］ ［△0.8］ ［ △４，６１２］ ［△0.7］ ［     △５３］ 

      

      
      

      

      

      

      

      

      
      

負債、少数株主持分及び資本合計  ５９５，７３３ 
 

 100.0  ６４８，９６１ 
 

 100.0   △５３，２２７ 
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比較連結損益計算書 
                                                （単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 
(自 平成 15 年 4 月 1 日 

 至 平成 16 年 3 月 31 日) 

(自 平成 14 年 4 月 1 日 

 至 平成 15 年 3 月 31 日) 

増  減             期 別 
 
科 目 

  金  額  ％   金   額  ％   金  額  ％ 

（経 常 損 益 の 部）        
営 業 損 益                   
 売 上 高             ４８４，３１８ 100.0  ４５８，８５５ 100.0  ２５，４６３ 5.5 

  完 成 工 事 高              ４２６，１５９   ４１３，３４０   １２，８１８  

  開 発 事 業 等 売 上 高               ５８，１５９    ４５，５１５  １２，６４４  

 売 上 原 価             ４４６，３２４ 92.2  ４３２，７５５  94.3  １３，５６９ 3.1 

  完 成 工 事 原 価              ３９３，１００   ３９１，７７９    １，３２１  

  開 発 事 業 等 売 上 原 価               ５３，２２４    ４０，９７６  １２，２４７  

   売 上 総 利 益              ３７，９９４ 7.8   ２６，１００   5.7  １１，８９３ 45.6 

 完 成 工 事 総 利 益               ３３，０５８      ２１，５６１  １１，４９６  

  開発事業等売上総利益                ４，９３５     ４，５３８      ３９６  

 販売費及び一般管理費              ３０，５２６ 6.3   ３０，８６９   6.7    △３４３ △1.1 

   営 業 利 益            
 

   ７，４６７ 1.5        －    －   ７，４６７ － 

   営 業 損 失        － －    ４，７６９ △1.0   ４，７６９ － 

営 業 外 損 益                  
 営 業 外 収 益               ２，２２１ 0.5    ２，２８７   0.5     △６５ △2.9 
 受 取 利 息 配 当 金                １，３１５     １，４０２      △８６  
  持 分 法 投 資 利 益      ３７０       ２５９      １１１  
  そ の 他      ５３４       ６２５      △９０  
 営 業 外 費 用               ２，２８７   0.5    ２，８６３   0.6    △５７５ △20.1 
  支 払 利 息                １，２７９     １，７６７     △４８８  
  為 替 差 損      １７９       ２１８      △３８  
  そ の 他      ８２９       ８７７      △４８  

   経 常 利 益               ７，４０１ 1.5        －    －   ７，４０１ － 

   経 常 損 失        － －    ５，３４５ △1.2   ５，３４５ － 

（特 別 損 益 の 部）       

 特 別 利 益               ２，７１０ 0.6      ２９１   0.1   ２，４１９ － 

  固 定 資 産 売 却 益                   ３４       １４６     △１１２  

   投資有価証券評価損戻入額 １，９４７         －  １，９４７  

  厚生年金基金代行部分返上損失戻入額       ４９９         －    ４９９  
  そ の 他      ２２９       １４４       ８５  
特 別 損 失               ３，８９９ 0.8    ３，３００   0.7     ５９８ 18.1 

  投 資 有 価 証 券 評 価 損                  ２０９ 
 

    ２，２２３   △２，０１４  
  早 期 退 職 支 援 加 算 金    ２，００８        －    ２，００８  
  貸 倒 引 当 金 繰 入 額      ５８３        －      ５８３  
  厚生年金基金代行部分返上損失繰入額         －       ４９９     △４９９  
  そ の 他    １，０９８       ５７７      ５２０  

   税金等調整前当期純利益    ６，２１３ 1.3        －    －   ６，２１３ － 

   税金等調整前当期純損失        － －    ８，３５５ △1.8   ８，３５５ － 

   法人税、 住民税及び事業税    １，３６７       ８４１      ５２５  
   法 人 税 等 調 整 額               １，４７７    △１，７５４    ３，２３２  

   少 数 株 主 利 益      １０６       １３６      △２９  

   当 期 純 利 益               ３，２６１ 0.7        －    －   ３，２６１ － 

   当 期 純 損 失        － －    ７，５７８ △1.7   ７，５７８ － 
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比較連結剰余金計算書 
                                                 （単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 
         期  別 

 科  目 (自 平成 15 年 4 月 1 日 
   至 平成 16 年 3 月 31 日) 

(自 平成 14 年 4 月 1 日 
 至 平成 15 年 3 月 31 日) 

   増   減 

（資本剰余金の部）    

 資本剰余金期首残高 ３１，５７９      ３１，５７９         － 

   資本準備金期首残高       ３１，５７９      ３１，５７９         － 

    

 資本剰余金期末残高       ３１，５７９      ３１，５７９         － 

    

（利益剰余金の部）    

 利益剰余金期首残高      １０２，２６３     １１１，９２８    △９，６６４ 

   連結剰余金期首残高      １０２，２６３     １１１，６０６ △９，３４２ 

   自己株式会計の基準変更 
   に伴う期首剰余金増加高            －         ３２１ △３２１ 

 利益剰余金増加高        ３，２６１           －     ３，２６１ 

   当 期 純 利 益        ３，２６１           －     ３，２６１ 

    

 利益剰余金減少高        １，３２９       ９，６６４    △８，３３４ 

   当 期 純 損 失            －       ７，５７８    △７，５７８ 

   株 主 配 当 金        １，２９６       １，６６６      △３７０ 

   取 締 役 賞 与 金                    ３３          ３４        △０ 

   持分法適用会社増加に 

伴う剰余金減少高 
           －         ３８４      △３８４ 

    

 利益剰余金期末残高      １０４，１９６     １０２，２６３     １，９３２ 
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比較連結キャッシュ・フロー計算書 
                                           （単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 
                期  別 
  科  目 (自 平成 15 年 4 月 1 日 

   至 平成 16 年 3 月 31 日) 

(自 平成 14 年 4 月 1 日 

   至 平成 15 年 3 月 31 日) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

   税金等調整前当期純利益・損失(△)      ６，２１３     △８，３５５ 

   減価償却費      ５，９２８      ５，９１０ 

   貸倒引当金の増加・減少(△)額     △１，１２８      １，３７３ 

   退職給付引当金の増加・減少(△)額     △１，９２３        ２７２ 

   受取利息及び受取配当金     △１，３１５     △１，４０２ 

   支払利息      １，２７９      １，７６７ 

   為替差損・益(△)     △１，１７６       △９７９ 

   有価証券・投資有価証券売却損・益(△)       △１４９         ３０ 

   有価証券・投資有価証券評価損・戻入額(△)     △１，７３８      ２，２２３ 

   売上債権の減少・増加(△)額      ２，２０１     △２，８６３ 

   未成工事支出金の減少・増加(△)額     ２２，５５２     １０，０２０ 

   たな卸資産の減少・増加(△)額      ６，５６２     △１，９７９ 

   仕入債務の増加・減少(△)額     △９，１２２      ３，０５１ 

   未成工事受入金の増加・減少(△)額    △２４，２８３     △５，７１４ 

   その他       △６９３     △４，７６８ 

   小 計      ３，２０５     △１，４１２ 

   利息及び配当金の受取額      １，５０８      １，６６７ 

   利息の支払額     △１，３６１     △１，７８８ 

   法人税等の支払額     △１，３０９       △７７４ 

  営業活動によるキャッシュ・フロー      ２，０４３     △２，３０８ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

   有価証券の売却による収入        ３１５         ２７ 

   有形・無形固定資産の取得による支出     △５，３６４     △５，３０７ 

   有形・無形固定資産の売却による収入        １０６        ３６３ 

   投資有価証券の取得による支出     △３，８５６     △３，４２６ 

   投資有価証券の売却による収入      ２，０５４        ４８７ 

   貸付けによる支出       △９３２       △６６２ 

   貸付金の回収による収入        ６８６      ４，２２５ 

   その他         △６        △２４ 

  投資活動によるキャッシュ・フロー     △６，９９７     △４，３１８ 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
   短期借入金の純増加・減少(△)額     △８，４４２     △３，９５８ 
   ｺﾏｰｼｬﾙﾍﾟｰﾊﾟｰの純増加・減少(△)額     △９，０００      ９，０００ 
   長期借入れによる収入      ５，３００      ４，５５０ 
   長期借入金の返済による支出     △２，２１０     △４，７５８ 
   社債の発行による収入          －     １６，０００ 
   社債の償還による支出     △５，５００     △８，２０９ 
   配当金の支払額     △１，２９６     △１，６６６ 
   自己株式の売却による収入          －          － 
   自己株式の取得による支出         △２        △１２ 
   少数株主への配当金の支払額         △５         △５ 
  財務活動によるキャッシュ・フロー    △２１，１５７     １０，９３９ 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額        △８１        △５５ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少(△)額    △２６，１９３      ４，２５７ 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高     ５８，４０７     ５４，１５０ 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高     ３２，２１３     ５８，４０７ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 
  連結子会社数６社 
   （株）前田製作所、光が丘興産（株）、フジミ工研（株）、フジミビルサービス（株）、正友地所（株）、 
   （株）ミヤマ工業 
２．持分法の適用に関する事項 
持分法適用会社数 8社 
 非連結子会社 ＭＫＫテクノロジーズインコーポレイテッド他 4社 
 関 連 会 社       前田道路（株）、東洋建設（株）他１社 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
  連結子会社の事業年度は連結財務諸表提出会社と同一である。 
４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
  ①有価証券 
満期保有目的の債券  償却原価法（定額法） 
その他有価証券         
 時価のあるもの  決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法により処理し、売 
          却原価は移動平均法により算定している。） 
 時価のないもの  移動平均法による原価法 
但し、一部の連結子会社は、その他有価証券の時価のあるものについて、評価差額を全部資本直入法によ 
り処理している。 

  ②デリバティブ    時価法 
  ③たな卸資産 
   未成工事支出金          個別法による原価法 
   販 売 用 不 動 産          個別法による低価法 
   その他たな卸資産  移動平均法による原価法 
   但し、一部の連結子会社は、販売用不動産及びその他たな卸資産について、個別法による原価法によって 
   いる。 
（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
   有形固定資産 
   定率法によっている。但し、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、 
   定額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準に 
   よっている。また、一部の連結子会社では、一部資産を生産高比例法によっている。 
（３）重要な引当金の計上基準 
  ①貸倒引当金 
債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権 
については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を引当て計上している。 

  ②賞与引当金 

   従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当連結会計年度負担額を引当て計上

している。 

  ③退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、 

   当連結会計年度において発生していると認められる額を引当て計上している。 

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）による定額法に

より按分した額を費用の減額処理している。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年

～15 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしてい

る。 
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（追加情報） 

確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成15 年 10 月 29日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認可を受けた。 

当連結会計年度末日現在において測定された返還相当額（最低責任準備金）は、21,982 百万円であり、当該

返還相当額（最低責任準備金）の支払いが当連結会計年度末に行われたと仮定して「退職給付会計に関する

実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第13 号）第 44－2 項を適用した場合に生じ

る損益の見込額は 3,727 百万円である。 

  ④役員退職慰労引当金 
   取締役、監査役及び執行役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく連結会計年度末要支給額の全額を

引当て計上している。 
（４）重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
（５）ヘッジ会計の方法 
   繰延ヘッジ処理によっている。なお、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについては、特例処理 
   によっている。 
（６）完成工事高の計上は、長期大型工事（工期が2 年以上、かつ請負金額50 億円以上）については工事進行基準

を適用し、その他の工事については、工事完成基準を適用している。 

   なお、当連結会計年度における工事進行基準による完成工事高は、23,262 百万円である。 
（７）消費税等の会計処理 
   消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
  連結子会社の資産及び負債の評価は全面時価評価法によっている。 
６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
  連結剰余金計算書は、連結会計年度中において確定した利益処分に基づいて作成している。 
７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
  連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、現金、要求払預金及び取得日から 
  満期日までの期間が３カ月以内の定期預金及び譲渡性預金からなっている。 
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注 記 事 項 

（連結貸借対照表関係） 

                           当連結会計年度末    前連結会計年度末 

１．有形固定資産の減価償却累計額          ７４，８０７百万円   ７２，３７５百万円 

２．投資有価証券のうち非連結子会社及び関連会社に対する株式 

                          ２６，３６７百万円   ２２，９６８百万円 

３．担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産             １１，３９７百万円   １１，４５２百万円 

 担保が付されている債務            １７，４０４百万円   １９，０５６百万円 

 

４．保証債務額 

 借入金に対する保証債務             ５，６０８百万円    ６，８４１百万円 

   マンション売買契約手付金の返済保証債務     ３，７７９百万円    ２，０６４百万円 

   その他の保証債務                  ８９９百万円      ８２８百万円 

・従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への保証債務（７６４百万円）に関しては、住宅資金貸付 
 保険が付保されており、将来において実損が発生する可能性がないため、保証債務額から除外している。 

５．受取手形裏書譲渡高                 ８，５２３百万円   １３，９７８百万円 

 
（連結損益計算書関係） 
                           当連結会計年度     前連結会計年度 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 
   従業員給料手当                １１，７３２百万円   １１，４１５百万円 
   退職給付費用                  ２，２９０百万円    ２，２３４百万円 
   賞与引当金繰入額                １，２８５百万円    １，２７６百万円 
２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費  １，８１８百万円    １，７２２百万円 
 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
                           当連結会計年度      前連結会計年度 
  現金及び預金勘定                ３２，４８７百万円   ５８，７３３百万円 
  預入期間が３カ月を超える定期預金          △２７４百万円     △３２６百万円 
  現金及び現金同等物               ３２，２１３百万円   ５８，４０７百万円 
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セグメント情報 

１．事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）             （単位：百万円） 

 建設事業 その他の事業    計 消去又は全社  連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

  売 上 高      

（１）外部顧客に対する売上高 ４２６，１５９ ５８，１５９ ４８４，３１８      － ４８４，３１８ 

（２）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
  ４，４０４ ９，０３２  １３，４３７ (１３，４３７)       － 

      計 ４３０，５６３ ６７，１９２ ４９７，７５６ (１３，４３７) ４８４，３１８ 

  営 業 費 用      ４２５，３６１ ６４，４０２ ４８９，７６３ (１２，９１２) ４７６，８５１ 

  営 業 利 益        ５，２０２  ２，７８９   ７，９９２ (   ５２４)   ７，４６７ 

Ⅱ 資産、減価償却費及び      
   資本的支出      

   資   産 ４８３，３０８ ８１，０６９ ５６４，３７８ ３１，３５５ ５９５，７３３ 

  減価償却費   ３，２０９  ２，６９８   ５，９０７      ２１   ５，９２８ 

  資本的支出   ３，６９０  １，５９６   ５，２８６ (    ８６)   ５，１９９ 

 

前連結会計年度（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）             （単位：百万円） 

 建設事業 その他の事業    計 消去又は全社  連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

  売 上 高      

（１）外部顧客に対する売上高 ４１３，３４０ ４５，５１５ ４５８，８５５      － ４５８，８５５ 

（２）セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
  １，５０８ １０，９１２  １２，４２０ (１２，４２０)       － 

      計 ４１４，８４８ ５６，４２７ ４７１，２７６ (１２，４２０) ４５８，８５５ 

  営 業 費 用      ４２０，８０３ ５４，６４８ ４７５，４５２ (１１，８２７) ４６３，６２５ 

  営 業 利 益       △５，９５５  １，７７９  △４，１７６ (   ５９３)  △４，７６９ 

Ⅱ 資産、減価償却費及び      
   資本的支出      

   資   産 ４９９，９７４ ９２，０７３ ５９２，０４８ ５６，９１２ ６４８，９６１ 

  減価償却費   ３，３３０  ２，５９３   ５，９２３ (     １３)   ５，９１０ 

  資本的支出   ３，２５８  ２，２７２   ５，５３０       ５４   ５，５８４ 

（注）１．事業区分の方法 

     日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。 

   ２．各事業区分に属する主要な事業の内容 

     建 設 事 業      ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

     その他の事業：建設機械及びコンクリート二次製品の製造、販売に関する事業 

            不動産の販売及び賃貸に関する事業 

            サービス事業他 

 

２．所在地別セグメント情報 

  当連結会計年度及び前連結会計年度は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計 

  額に占める「本邦」の割合が、いずれも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略し 

  ている。 

 
３．海外売上高 
  当連結会計年度及び前連結会計年度は、海外売上高が連結売上高の１０％未満のため、海外売上高の記載を 
  省略している。 
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 １６ 

リース取引関係 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

当連結会計年度 前連結会計年度 

（自 平成 15 年 4 月 1 日 

  至 平成 16 年 3 月 31 日） 

（自 平成 14 年 4 月 1 日 

       至 平成 15 年 3 月 31 日） 

 

取 得 価 額      
相 当 額      

減 価 償 却       
累計額相当額 

期 末 残 高      
相 当 額      

取 得 価 額      
相 当 額      

減 価 償 却       
累計額相当額 

期 末 残 高      
相 当 額      

   百万円     百万円    百万円    百万円     百万円    百万円 

機 械 装 置        ２，８２８  １，８２４ １，００３ ４，１７２  ２，２７５ １，８９７ 

車 両 運 搬 具          ６９０     ４４０   ２４９   ７６３     ４７２   ２９０ 
工具・器具備品等   ４６０     ３８１    ７９   ７３１     ５４４   １８７ 

合     計 ３，９７９   ２，６４６ １，３３２ ５，６６８   ３，２９２ ２，３７５ 

   （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、 

      支払利子込み法により算定している。 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

                  当連結会計年度      前連結会計年度 

   １  年  内         ７３７百万円     １，０９６百万円 

   １  年  超         ５９５百万円     １，２７８百万円 

   合     計       １，３３２百万円     ２，３７５百万円 

   （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める 

      割合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

                  当連結会計年度      前連結会計年度 

支払リース料        １，１５５百万円     １，２４４百万円 

減価償却費相当額      １，１５５百万円     １，２４４百万円 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

                  当連結会計年度      前連結会計年度 

   １  年  内         ２７４百万円       ２０８百万円 

   １  年  超          ６７百万円        ７４百万円 

   合     計         ３４１百万円       ２８２百万円 

 
 

関連当事者との取引  

 該当事項なし。 
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 １７ 

有価証券関係 

当連結会計年度 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１６年３月３１日現在）              （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 時    価 差    額 
（１）時価が連結貸借対照表計 
   上額を超えるもの 

  
 

  
 

  
 

   国債・地方債等         ９         ９         ０ 

   小   計         ９         ９         ０ 
（２）時価が連結貸借対照表計 
      上額を超えないもの 

       １４        １４        △０ 

   小   計        １４        １４        △０ 
   合   計        ２４        ２４         ０   

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成１６年３月３１日現在）                （単位：百万円） 

 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差    額 
（１）連結貸借対照表計上額が 
   取得原価を超えるもの 

  
 

  
 

  
 

   株   式    １８，０１８    ４３，８１２    ２５，７９３ 
   債   券    
    国債・地方債等         －         －         － 
    そ の 他        ８３        ９９        １６ 
   そ の 他        ４６        ５７        １０ 

   小   計    １８，１４９    ４３，９６９    ２５，８２０   
（２）連結貸借対照表計上額が 
   取得原価を超えないもの 

  
 

  
 

  
 

   株   式     ２，７４３     ２，４０７      △３３６ 
   債   券    
    国債・地方債等       ２０１       １９８        △２ 
    そ の 他         －         －         － 
   そ の 他       ５５０       ５１３       △３６ 

   小   計     ３，４９６     ３，１２０      △３７５ 

   合   計    ２１，６４５    ４７，０８９    ２５，４４４ 
（注）その他有価証券で時価のあるものについて 95 百万円減損処理を行っている。 

３． 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 
                                    （単位：百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

   １，００８     ２１７     △７４ 
４．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１６年３月３１日現在） 

(１) 満期保有目的の債券 
  非上場外国債券                       ５００百万円 

        非上場内国債券                       ４３５百万円 
   (２) その他有価証券 
        非上場株式（店頭売買株式を除く）   ４，７１０百万円 
５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１６年３月３１日現在） 
                                          （単位：百万円） 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 
（１）債  券     
   国債・地方債等       ９     ２１３       －      － 
   そ の 他      ４４     ４５０     ５４０      － 
（２）そ の 他       －     ４２０       －    １５０ 

   合  計      ５４   １，０８５     ５４０    １５０ 
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 １８ 

前連結会計年度 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成１５年３月３１日現在）              （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 時    価 差    額 
（１）時価が連結貸借対照表計 
   上額を超えるもの 

 
 

 
 

 
 

   国債・地方債等        １９        １９         ０ 

   小   計        １９        １９         ０ 
（２）時価が連結貸借対照表計 
      上額を超えないもの 

       １４        １４         ０ 

小   計 １４        １４ ０ 
   合   計        ３４          ３４           ０   

２． その他有価証券で時価のあるもの（平成１５年３月３１日現在）                （単位：百万円） 

 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差    額 
（１）連結貸借対照表計上額が 
   取得原価を超えるもの 

  
 

  
 

  
 

   株   式    １２，２７６    ２７，３４７    １５，０７１ 
   債   券    
    国債・地方債等       ２７７       ２８１         ４ 
    そ の 他        ９０       １０８        １８ 
   そ の 他         －         －         － 

   小   計    １２，６４４      ２７，７３８      １５，０９３ 
（２）連結貸借対照表計上額が 
   取得原価を超えないもの 

  
 

  
 

  
 

   株   式     ８，５５０     ６，３０３    △２，２４６ 
   債   券    
    国債・地方債等         －         －         － 
    そ の 他        １５        １５         － 
   そ の 他     １，１８７     １，０５５      △１３２ 

   小   計     ９，７５２     ７，３７３    △２，３７８ 
   合   計    ２２，３９６      ３５，１１２    １２，７１５ 
（注）その他有価証券で時価のあるものについて 1,542百万円（株式1,026 百万円、株式投信 515 百万円）減損処理を行っ
ている。 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 
                                    （単位：百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

      ５００      ６３      ９４ 
４．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成１５年３月３１日現在） 
（１）満期保有目的の債券 
  非上場外国債券                     １，５００百万円 

         非上場内国債券                       １６０百万円 
（２）その他有価証券 

         非上場株式（店頭売買株式を除く）   ４，７６９百万円 
５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成１５年３月３１日現在） 
                                          （単位：百万円） 

 １年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 
（１）債  券     
   国債・地方債等      ２８１       ３４        －        － 
   そ の 他       ３５      １８８    １，５６０        － 
（２）そ の 他        －      ４７４      ２６２      ３１８ 

   合  計      ３１７      ６９７    １，８２２      ３１８ 
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 １９ 

税効果会計関係 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
当連結会計年度      前連結会計年度 

                        （平成 16 年 3 月 31 日）  （平成 15 年 3 月 31 日） 

   繰延税金資産 

    退職給付引当金損金算入限度超過額      １１，６７５百万円     １１，６２１百万円 
    繰越欠損金                  ４，４６４         ９，３１０ 
    貸倒引当金損金算入限度超過額         ４，３１５         ３，４３９ 
    固定資産等未実現利益             ３，４８０         ３，５７３ 
    たな卸資産等有税評価減            ３，５０３         ３，８０２            

    その他                    ６，４８１         ６，５８２ 
   繰延税金資産小計               ３３，９２０        ３８，３２８ 
   評価性引当額                 △３，２１３        △５，９８４ 
   繰延税金資産合計               ３０，７０７        ３２，３４４ 
   繰延税金負債 
    その他有価証券評価差額金         △１０，５０５        △６，１６９ 
    固定資産圧縮積立金             △２，１２５        △２，３０１ 
    その他                     △３３９          △２２６ 
   繰延税金負債合計              △１２，９６９        △８，６９７ 
   繰延税金資産の純額              １７，７３７        ２３，６４７ 
 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差額の原因となった主な項目別の内訳 

 

    当連結会計年度                  前連結会計年度 

    法定実効税率           ４２．０％     税金等調整前当期純損失を計上したため、 

    （調整）                       主な項目別の内訳を注記していない。 

     永久に損金に算入されない項目  １５．１ 

     永久に益金に算入されない項目  △１．６ 

     住民税均等割等          ４．７ 

     評価性引当額による影響等   △１４．４ 
                     ４５．８ 
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 ２０ 

 

デリバティブ取引関係 

１．取引の状況に関する事項 

（１）取引の内容 
   当社及び連結子会社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連では為替予約取引（当連結会計年度末に

おける取引残高はなし）、金利関連では金利スワップ取引である。 

（２）取引に対する取組方針 
      当社及び連結子会社は、原則として対象となる資産・負債を有するものに限りデリバティブ取引を利用し 
   ており、短期的な売買差益を獲得する目的や投機目的のための取引は行わない方針である。 
（３）取引の利用目的 
      当社及び連結子会社は、通貨関連では外貨建て資金需要及び回収に関して、将来の取引市場での為替相場 
   の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を利用している。また、金利関連では将来の取引市場での金 
   利情勢の変化に伴う金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を利用している。 
（４）取引に係るリスクの内容 
      当社及び連結子会社が利用している為替予約取引は、調達コストを円貨で確定する目的の取引であり、為 
   替相場の変動リスクはない。また、当社及び連結子会社が利用している金利スワップ取引は市場金利の変 
   動リスクを有している。なお、当社及び連結子会社のデリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国際的 
   な金融機関であり、相手方の契約不履行による信用リスクはないと判断している。 
（５）取引に係るリスク管理体制 
   当社及び連結子会社におけるデリバティブ取引についての基本方針は、各社の取締役社長が決定し、取引 
   の実行及び管理は、各社の財務部門が行っている。 
（６）「取引の時価等に関する事項」についての補足説明 
     「取引の時価等に関する事項」についての「契約額等」は、あくまでもデリバティブ取引における名目的 
   な契約額又は計算上の元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示すものではな 
   い。 
 
 
２．取引の時価等に関する事項 

        

（１）金利関連 

                               （単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 

（平成１６年３月３１日現在） （平成１５年３月３１日現在） 

契約額等 契約額等 
 

区
分 

種 類 

 うち１年超 
時 価 評価損益 

 うち１年超 
時 価 評価損益 

           

金利ｽﾜｯﾌﾟ取引         
以
外
の
取
引 

市

場

取

引 

 受取変動・ 

   支払固定 
 ５００    ０       △２      △２  ５００ ５００       △１０   △１０ 

   合    計  ５００     ０     △２      △２  ５００   ５００   △１０   △１０ 

（注）１．時価及び評価損益は、金融機関から提示された価格によっている。 

２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。 
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 ２１ 

退職給付関係 

１．採用している退職給付制度の概要 
当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。ま 
た、一部の連結子会社が加入する厚生年金基金は総合設立型厚生年金基金であり、自社の拠出に対応する年 
金資産の額を合理的に計算することができないため、当該年金基金への要拠出額を退職給付費用として計上 
している。 
 
２．退職給付債務に関する事項（平成１６年３月３１日現在） 

イ．退職給付債務                      １０６，２１０百万円 

 ロ．年金資産                         ４５，２７７ 

  ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）              △６０，９３２ 

  ニ．未認識数理計算上の差異                  ３９，３４９ 

 ホ．未認識過去勤務債務                    △９，７３２ 
  へ．退職給付引当金（ハ＋ニ＋ホ）               △３１，３１６ 

  

３．退職給付費用に関する事項（自 平成１５年４月１日   至 平成１６年３月３１日） 

イ．勤務費用（注）                       ２，５３２百万円 

  ロ．利息費用                          ２，６９６ 

  ハ．期待運用収益                       △１，０７８ 

  ニ．数理計算上の差異の費用処理額                ２，５４２ 
  ホ．過去勤務債務の費用の減額処理額                △６７０ 
 ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ）             ６，０２１ 

 （注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除している。  
 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
イ．退職給付見込額の期間配分方法      期間定額基準 
  ロ．割引率                 ２．０％～２．３％ 
  ハ．期待運用収益率             ２．８％ 
  ニ．過去勤務債務の処理年数         １５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 
                        年数による定額法により処理することとしている。） 
  ホ．数理計算上の差異の処理年数       １０年～１５年（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内 
                        の一定の年数による定額法により、翌連結会計年度から償 
                        却することとしている。） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                              前田建設（連結） 

 ２２ 

 １株当たり情報 

 当連結会計年度 

（自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 16 年 3 月 31 日） 

前連結会計年度 

（自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日） 

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 

１，００１．３３円 

     １８．５６円 

当連結会計年度は潜在株式が

存在しないため記載していな

い。 

 

 

９５１．７７円 

△４４．７２円 

当連結会計年度は潜在株式が

存在しないため記載していな

い。 

 

当連結会計年度から「１株当た

り当期純利益に関する会計基

準」（企業会計基準第２号）及

び「１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第４号）を

適用している。 

なお、前連結会計年度と同じ方

法により算定した場合の当連

結会計年度の１株当たり情報

については、以下のとおりであ

る。 

１株当たり純資産額  

  １，０１６．０８円 

１株当たり当期純利益金額 

    △４７．６４円 

 

 

生産、受注及び販売の状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ。）が営んでいる事業の大部分を占める建設事業では生産を定義 
することが困難であり、建設事業においては請負形態をとっているため、生産実績及び販売実績を正確に示すこ 
とは困難であります。 
 また、当社グループの建設事業以外での生産及び受注は僅少であるため、当社単体での「建築・土木別 受注、 
完成、手持工事高」を個別財務諸表の概要の添付資料として開示しております。なお、生産、受注及び販売の状 
況については、記載可能な項目を「経営成績及び財政状態」における事業の種類別セグメントの業績に関連付けて

記載しております。 
 



 ２３ 

 
平成１６年３月期   個別財務諸表の概要          平成 16 年 5 月 21 日 
 

上場会社名  前 田 建 設 工 業 株 式 会 社                            上 場 取 引 所          東証第一部 

コード番号  １８２４                        本社所在都道府県  東 京 都 

（ＵＲＬ http://www.maeda.co.jp/） 

代 表 者 代表取締役社長 前 田 靖  治 

問合せ責任者 執行役員財務部長 福 田 幸二郎 

決算取締役会開催日 平成 16 年 5 月 21 日 

定時株主総会開催日 平成 16 年 6 月 29 日 

                                      （注）百万円未満切捨表示 

１．16 年 3 月期の業績（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 

（１）経営成績 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

     百万円      ％     百万円     ％     百万円      ％ 

16 年 3 月期 ４３２，７８３（  ４．８） ５，３２０（    －） ５，５６３（    －） 

15 年 3 月期 ４１３，０７３（  ６．０） △６，４３８（    －） △６，７０７（    －） 

 
１株当たり 潜在株式調整後１株 株 主 資 本       総 資 本      売 上 高  

 
当 期 純 利 益 当期純利益 当たり当期純利益          当期純利益率 経常利益率 経常利益率 

     百万円    ％   円  銭    円  銭      ％      ％      ％ 

16 年 3 月期   ２，５０３（  －）  13.12        －   １．７ １．０   １．３ 

15 年 3 月期  △８，２２６（  －） △44.42        －  △５．４ △１．１  △１．６ 

 （注）①期中平均株式数 16 年 3 月期 185,167,658 株    15 年 3 月期 185,194,365 株 

    ②会計処理の方法の変更 無 

    ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

（２）配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配 当 性 向      

株 主 資 本      

配 当 率      

   円  銭  円 銭  円  銭     百万円      ％      ％ 

16 年 3 月期  ９．００    －  ９．００   １，６６６   ６６．６    １．１ 

15 年 3 月期  ７．００    －  ７．００   １，２９６      －    ０．９ 

  

（３）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

      百万円      百万円        ％     円  銭 

16 年 3 月期  ５３９，５６０  １５３，０６３     ２８．４   ８２６．６３ 

15 年 3 月期  ５８８，７８８  １４５，８２６     ２４．８   ７８７．５２ 

 （注）①期末発行済株式数 16 年 3 月期 185,164,311 株  15 年 3 月期 185,171,463 株   

    ②期末自己株式数  16 年 3 月期    49,291 株  15 年 3 月期      42,139 株   

 

２．17 年 3 月期の業績予想（平成 16 年 4 月 1 日～平成 17 年 3 月 31 日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  

     百万円    百万円    百万円 円  銭 円  銭 円  銭 

中 間 期 １０６，０００ △４，３００ △２，８００    －     

通   期 ４１３，０００  ７，５００  ３，０００    ９．００ ９．００ 

 （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）16 円 20 銭 

  ※上記予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の 6 ぺージを参照してください。 

ＴＥＬ（03）5276－5114 

中間配当制度の有無  無 

単元株制度採用の有無 有（1 単元1,000 株） 



                                           前田建設（個別） 

         ２４ 

個別財務諸表等 

比較貸借対照表 
                                          （単位：百万円） 

   当  期 

（ 平成 16 年 3 月 31 日現在 ） 

   前  期 

（ 平成 15 年 3 月 31 日現在 ） 
増  減         期 別 

 

科 目   金   額   ％   金   額   ％ 金  額 

 【資 産 の 部】 【５３９，５６０】 【100.0】 【５８８，７８８】 【100.0】 【 △４９，２２７】 
［流 動 資 産］ ［３９２，８５７］ ［ 72.8］ ［４４９，０５５］ ［ 76.3］ ［ △５６，１９８］ 

 現 金 預 金             ３０，０１５    ５４，５９１    △２４，５７６ 

 受 取 手 形             ３０，８５２    １８，７７７     １２，０７５ 

 完成工事未収入金             ７０，３６３    ８４，０４４    △１３，６８０ 

 有 価 証 券                 ４４       ３１７       △２７２ 
 販 売 用 不 動 産              ６，２１９     ９，０３７     △２，８１８ 

 未 成 工 事 支 出 金            ２１５，４８８   ２３８，３２４    △２２，８３５ 

 短 期 貸 付 金              ２，０２１     ２，３３４       △３１３ 

 繰 延 税 金 資 産             １３，２４６    １４，５０６     △１，２６０ 

 工 事 関 係 立 替 金             １９，０６３    ２１，０７１     △２，００８ 

 そ の 他   １１，３４０    １０，７７５        ５６４ 

   貸 倒 引 当 金           △５，７９８    △４，７２６    △１，０７２ 

［固 定 資 産］ ［１４６，７０３］ ［ 27.2］ ［１３９，７３２］ ［ 23.7］ ［   ６，９７０］ 
（有形固定資産）           （ ６６，００３） （ 12.2） （ ６８，４２０） （ 11.6） （  △２，４１６） 

 建 物 ・ 構 築 物             ２５，１８３    ２６，８６３     △１，６８０ 

 機 械 ・ 運 搬 具              ４，１０８     ４，４３２       △３２４ 

 工 具 ・ 器 具 備 品              １，０９７     １，２１０       △１１２ 

 土 地             ３５，５２３    ３５，８００       △２７６ 

 建 設 仮 勘 定                 ９１       １１４        △２３ 

（無形固定資産）           （  ２，９７０） （  0.6） （  １，５２７） （  0.3） （   １，４４３） 
 ソ フ ト ウ ェ ア                ６７２       ７９１       △１１９ 

 そ の 他    ２，２９８       ７３５      １，５６３ 

（投資その他の資産） （ ７７，７２８） （ 14.4） （ ６９，７８５） （ 11.9） （   ７，９４３） 

 投 資 有 価 証 券             ６６，３４８    ５２，３４１     １４，００６ 

 長 期 貸 付 金              １，００８       ９７４         ３４ 

 破産債権、更生債権等              ７，９９８    １１，３１２     △３，３１３ 

 長 期 前 払 費 用                １５３       １９１        △３７ 

 繰 延 税 金 資 産              ２，８７２     ７，５０２     △４，６３０ 
 そ の 他    ８，２０１     ８，８４３       △６４１ 

   貸 倒 引 当 金           △８，８５４   △１１，３８１      ２，５２６ 

 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

     

 資  産  合  計  ５３９，５６０  100.0  ５８８，７８８  100.0   △４９，２２７ 



                                           前田建設（個別） 

         ２５ 

                                                （単位：百万円） 

   当  期 
（ 平成 16 年 3 月 31 日現在 ） 

   前  期 
（ 平成 15 年 3 月 31 日現在 ） 

増  減         期 別 
 

科 目   金   額   ％   金   額   ％ 金  額 

 【負 債 の 部】 【３８６，４９７】 【 71.6】 【４４２，９６１】 【 75.2】 【 △５６，４６４】 
［流 動 負 債］ ［３１３，２８４］ ［ 58.1］ ［３６８，８１５］ ［ 62.6］ ［ △５５，５３１］ 

 工 事 未 払 金             ６８，０５５    ７８，３２２    △１０，２６６ 
 短 期 借 入 金             ２９，７８５    ３７，３８４     △７，５９９ 
 コマーシャルペーパー        －     ９，０００     △９，０００ 
 一年以内償還の社債        －     ５，０００     △５，０００ 
 未 払 金    ３，９０１     ４，３６０       △４５８ 
 未 払 費 用                  －       ２６２       △２６２ 
 未 払 法 人 税 等                ８０８       ２３１        ５７７ 
 未 成 工 事 受 入 金            １８４，２３２   ２０９，０９７    △２４，８６４ 

 預 り 金             １４，１９４    １３，２２９        ９６５ 
 修 繕 引 当 金                ９５３     １，０４６        △９２ 
 賞 与 引 当 金   ２，２８０    ２，２３７        ４３ 
 完成工事補償引当金               ３４６      ３２９        １６ 
 従 業 員 預 り 金              ５，５６６     ５，８８５       △３１９ 
 そ の 他    ３，１５９     ２，４２８        ７３１ 
［固 定 負 債］ ［ ７３，２１３］ ［ 13.6］ ［ ７４，１４６］ ［ 12.6］ ［    △９３２］ 

 社        債   ３４，０００    ３４，０００          － 
 長 期 借 入 金              ８，０００     ７，０００  １，０００ 
 退 職 給 付 引 当 金             ２８，０３４    ２９，８６２     △１，８２８ 
 役員退職慰労引当金                ３８５       ３４５         ３９ 
 そ の 他    ２，７９３     ２，９３７       △１４３ 
 【資 本 の 部】 【１５３，０６３】 【 28.4】 【１４５，８２６】 【 24.8】 【   ７，２３７】 
［ 資 本 金      ］ ［ ２３，４５４］ ［  4.3］ ［ ２３，４５４］ ［  4.0］ ［       －］ 
［資 本 剰 余 金］ ［ ３１，５７９］ ［  5.9］ ［ ３１，５７９］ ［  5.4］ ［       －］ 

（ 資 本 準 備金）          （ ３１，５７９） （ 5.9） （ ３１，５７９） （ 5.4） （       －） 
［利 益 剰 余 金］ ［ ８３，０７３］ ［ 15.4］ ［ ８１，８６５］ ［ 13.9］ ［   １，２０７］ 
（ 利 益 準備金）          （  ４，５５２） （ 0.8） （  ４，５５２） （ 0.8） （       －） 
（ 任 意 積 立金）          （ ７４，０３４） （ 13.7） （ ８３，４３６） （ 14.2） （  △９，４０１） 
固定資産圧縮積立金                 ３４         ３６          △１ 
 別 途 積 立 金             ７４，０００     ８３，４００      △９，４００ 
（当期未処分利益） （  ４，４８６） （ 0.8） （      －） （  －） （   ４，４８６） 

（当期未処理損失） （      －） （  －） （  ６，１２３） （△1.0） 〈   ６，１２３〉 
［その他有価証券評価差額金］ ［ １４，９７２］ ［  2.8］ ［  ８，９４０］ ［  1.5］ ［   ６，０３２］ 
［ 自 己 株 式 ］ ［    △１７］ ［△0.0］ ［    △１４］ ［△0.0］ ［      △２］ 
      
      
      
      
      

      
      
      
      
      
      
      

      
      
      
      
      
      

 負 債・資 本 合 計  ５３９，５６０  100.0  ５８８，７８８  100.0   △４９，２２７ 



                                           前田建設（個別） 

         ２６ 

比較損益計算書 

                                                 （単位：百万円） 

当  期 前  期 

(自 平成 15 年 4 月 1 日 
 至 平成 16 年 3 月 31日) 

(自 平成 14 年 4 月 1 日 
 至 平成 15 年 3 月 31日) 

     増  減             期 別 

 
科 目 

  金  額  ％   金   額  ％   金  額  ％ 

（経 常 損 益 の 部）        

営 業 損 益                   

 完 成 工 事 高            ４３２，７８３ 100.0 ４１３，０７３ 100.0   １９，７１０    4.8 

 完 成 工 事 原 価            ４０３，３４３  93.2 ３９５，７４４  95.8    ７，５９９    1.9 

   完 成 工 事 総 利 益             ２９，４３９   6.8  １７，３２８   4.2   １２，１１１ 69.9 

 販売費及び一般管理費             ２４，１１９   5.6  ２３，７６６   5.8       ３５３   1.5 

   営 業 利 益              ５，３２０  1.2       －   －    ５，３２０     － 

      営 業 損 失       －   －   ６，４３８ △1.6    ６，４３８     － 

営 業 外 損 益                  

 営 業 外 収 益              ２，１５９   0.5   ２，２２８   0.5      △６８ △3.1 

  受 取 利 息 配 当 金                １，４４０    １，４６９       △２８  

  そ の 他     ７１９      ７５９       △４０  

 営 業 外 費 用              １，９１６   0.4   ２，４９８   0.6     △５８１ △23.3 

  支 払 利 息                １，０５３     １，５０９      △４５６  

  そ の 他     ８６２      ９８８      △１２５  

   経 常 利 益              ５，５６３  1.3       －   －    ５，５６３     － 

   経 常 損 失       －   －   ６，７０７ △1.6    ６，７０７     － 

（特 別 損 益 の 部）       

 特 別 利 益              ２，５９８   0.6     １５６   0.0    ２，４４１ － 

  固 定 資 産 売 却 益       ５       ８８       △８３  

  投資有価証券評価損戻入額   １，９４７        －     １，９４７  

  投 資 有 価 証 券 売 却 益                 １５７       ６３        ９４  

厚生年金基金代行部分返上損失戻入額      ４８８        －       ４８８  

  そ の 他       －        ５        △５  

 特 別 損 失              ３，１６０   0.7   ３，０１７   0.7      １４３ 4.8 

  投 資 有 価 証 券 評 価 損                 ２０９    ２，１３７    △１，９２７  

  早 期 転 職 支 援 加 算 金   ２，００８        －     ２，００８  

  ゴルフ会員権評価損 等 ３２０        －       ３２０  

  厚生年金基金代行部分返上損失繰入額    －      ４８８      △４８８  

  そ の 他 ６２２      ３９２       ２３０  

   税 引 前 当 期 純 利 益   ５，０００  1.2       －   －    ５，０００     － 

   税 引 前 当 期 純 損 失       －   －   ９，５６８ △2.3    ９，５６８     － 

   法人税、 住民税及び事業税     ７９７  0.2     ３５３  0.1      ４４４ － 

   法 人 税 等 調 整 額              １，７００ 0.4  △１，６９５ △0.4     ３，３９５ － 

   当 期 純 利 益   ２，５０３  0.6       －   －    ２，５０３    － 

   当 期 純 損 失                      －   －   ８，２２６ △2.0    ８，２２６    － 

   前 期 繰 越 利 益              １，９８２    ２，１０３      △１２０  

   当 期 未 処 分 利 益   ４，４８６        －     ４，４８６  

   当 期 未 処 理 損 失       －    ６，１２３     ６，１２３  
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比較利益処分案 

                                                （単位：百万円） 

当  期 前  期            期 別 

 
 科 目 

(自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 16 年 3 月 31 日) 

(自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 15 年 3 月 31 日) 

増  減 

 当期未処分利 益      ４，４８６          －     ４，４８６ 

 当期未処理損 失          －      ６，１２３     ６，１２３ 

 任意積立金取崩額             

  固定資産圧縮積立金取崩額         ３４          １        ３３ 

  別 途 積 立 金 取 崩 額          －      ９，４００    △９，４００ 

合   計      ４，５２１      ３，２７８     １，２４２ 

 利 益 処 分 額                                          

  株 主 配 当 金                  １，６６６      １，２９６       ３７０ 

  取 締 役 賞 与 金         ７５          －        ７５ 

  任 意 積 立 金                                             

   別 途 積 立 金                   ７００          －       ７００ 

       計      ２，４４１      １，２９６     １，１４５ 

 次 期 繰 越 利 益               ２，０７９      １，９８２        ９７ 

（注）配当金は、１株につき当期９円、前期７円 
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重要な会計方針 

１． 有価証券の評価基準及び評価方法は、満期保有目的の債券については償却原価法（定額法）、子会社株式及び関

連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場

価格等に基づく時価法（評価差額は部分資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価の

ないものについては移動平均法による原価法によっている。 

２． 未成工事支出金の評価基準及び評価方法は、個別法による原価法により、また、販売用不動産の評価方法は、個

別法による低価法によっている。 

３．有形固定資産の減価償却の方法は､定率法によっている。但し、平成10 年 4 月 1日以降取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定額法によっている。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっている。 

４．ソフトウェアの減価償却の方法は､社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法によっており、その他無形

固定資産については、定額法によっている。 

５．貸倒引当金は、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を引当て計上している。 

６．修繕引当金は、重機械類の大修繕に備えて当期までに負担すべき修繕見積額を引当て計上している。 

７．賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当期負担額を引当て計上

している。 

８．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期において発生していると認められる額を引当て計上している。 

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）による定額法により

按分した額を、費用の減額処理している。 

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15 年）による定額法

により按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理することとしている。 

（追加情報） 

確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成15 年10 月 29 日に厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可を受けた。 

当期末日現在において測定された返還相当額（最低責任準備金）は、21,343 百万円であり、当該返還相当額（最

低責任準備金）の支払いが当期末日に行われたと仮定して「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本

公認会計士協会会計制度委員会報告第13 号）第44-2項を適用した場合に生じる損益の見込額は3,618 百万円で

ある。 

９．役員退職慰労引当金は、取締役、監査役及び執行役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく当期末要支給

額の全額を引当て計上している。 

10．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

11． ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっている。なお、金利スワップの特例処理の要件を満たすものについ

ては、特例処理によっている。 

12. 完成工事高の計上は、長期大型工事（工期が2 年以上、かつ請負金額50 億円以上）については工事進行基準を適

用し、その他の工事については、工事完成基準を適用している。 

なお、当期における工事進行基準による完成工事高は 23,262 百万円である。 

13．消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

表示方法の変更 

１．未払費用は、資産総額の100 分の 1以下となったため、当期からその他流動負債に含めて表示することに変更し

た。なお、当期はその他流動負債に 209 百万円含まれている。 

２．ゴルフ会員権等評価損は、特別損失の100 分の 10 を超えたため区分掲記した。なお、前期は、その他特別損失に 

158 百万円含まれている。 
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注 記 事 項 

（貸借対照表関係） 

                         当  期        前  期 

１．有形固定資産の減価償却累計額       ５２，０３８百万円    ５０，８８０百万円 

２．保証債務額 

   借入金に対する保証債務         １１，９７２百万円   １４，５６０百万円 

     マンション売買契約手付金の返済保証債務  ３，５４０百万円    １，９１５百万円 

   工事に対する入札・履行保証債務        ６６９百万円      ６３６百万円 

・従業員の住宅取得資金借入についての金融機関への保証債務（764 百万円）に関しては、住宅資金貸付保険が 

 付保されており、将来において実損が発生する可能性がないため、保証債務額から除外している。 

３．受取手形裏書譲渡高             ８，０９５百万円   １３，４５０百万円 

４．商法施行規則第 124 条第 3 号の規定により利益の配当に充当することが制限されている純資産額 

                       １４，７１６百万円    ８，５７２百万円 

 

リース取引関係 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

当  期 前  期 

（自 平成 15 年 4 月 1 日 

 至 平成 16 年 3 月 31 日） 

（自 平成 14 年 4 月 1 日 

 至 平成 15 年 3 月 31 日） 

 

取 得 価 額      

相 当 額      

減 価 償 却       

累計額相当額 

期 末 残 高      

相 当 額      

取 得 価 額      

相 当 額      

減 価 償 却       

累計額相当額 

期 末 残 高      

相 当 額      

車 両 運 搬 具        

  百万円 

   ９４ 

   百万円  

    ６０ 

  百万円 

   ３４ 

  百万円 

  １０３ 

   百万円  

    ５５ 

  百万円 

   ４７ 

工具・器具備品   ２２９    ２２４     ５   ３８９    ３４１    ４７ 

合 計          ３２４    ２８４    ３９   ４９３    ３９７    ９５ 

   （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、 

      支払利子込み法により算定している。 

（２）未経過リース料期末残高相当額 

     当  期    前  期 

１ 年 内     １９百万円     ５９百万円 

１ 年 超     １９百万円    ３６百万円 

合   計     ３９百万円    ９５百万円 

   （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める 

      割合が低いため、支払利子込み法により算定している。 

（３）支払リース料及び減価償却費相当額 

    当  期    前  期 

支払リース料    ６０百万円   １０４百万円 

減価償却費相当額    ６０百万円   １０４百万円 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。 

 

２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

     当  期    前  期 

１ 年 内    ５８４百万円   ６２５百万円 

１ 年 超     ７１百万円   １６６百万円 

合   計    ６５５百万円   ７９２百万円 
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有価証券関係 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当期（平成１６年３月３１日現在）                        （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時   価 差   額 

(1)子会社株式       ７７５     １，６５７       ８８２ 

(2)関連会社株式    １２，６４９    ２１，７３７     ９，０８７ 

    合    計     １３，４２４    ２３，３９４     ９，９６９ 

 

前期（平成１５年３月３１日現在）                        （単位：百万円） 

 貸借対照表計上額 時   価 差   額 

(1)子会社株式       ７７５     ２，０４９     １，２７４ 

(2)関連会社株式     ９，６１６     ８，４０９    △１，２０７ 

    合    計     １０，３９１    １０，４５８        ６７ 

 

税効果会計関係 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

当  期        前  期 

（平成 16 年 3 月 31 日） （平成 15 年 3 月 31 日） 

   繰延税金資産 

    退職給付引当金損金算入限度超過額          １０，６４２      １０，６３７ 

    繰越欠損金                      ３，１９４       ６，５５５ 

    貸倒引当金損金算入限度超過額             ３，３７１       ２，７０７ 

    たな卸資産等有税評価減                ２，０２４       ２，２８９ 

    その他                        ７，１６１       ７，４０２ 

   繰延税金資産小計                   ２６，３９４      ２９，５９４ 

   評価性引当額                          －      △１，４７４ 

   繰延税金資産合計                   ２６，３９４      ２８，１２０ 

   繰延税金負債 

    その他有価証券評価差額金             △１０，２７６      △６，０８５ 

    固定資産圧縮積立金                      －         △２５ 

   繰延税金負債合計                  △１０，２７６      △６，１１０ 

   繰延税金資産の純額                  １６，１１８      ２２，００９ 

   

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差額の原因となった主な項目別の内訳 

 

    当   期                    前   期 

    法定実効税率           ４２．０％     税引前当期純損失を計上したため、 

    （調整）                       主な項目別の内訳を注記していない。 

     永久に損金に算入されない項目  １８．１ 

     永久に益金に算入されない項目  △３．９ 

     住民税均等割等          ４．９ 

     評価性引当額による影響等   △１１．２ 

                     ４９．９ 
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１株当たり情報 

当  期 前  期  

（自 平成 15 年 4 月 1 日 

  至 平成 16 年 3 月 31 日） 

（自 平成 14 年 4 月 1 日 

  至 平成 15 年 3 月 31 日） 

１株当たり純資産額 

１株当たり当期純利益金額 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 

８２６．６３円 

    １３．１２円 

当期は潜在株式が存在しない 

ため記載していない。 

７８７．５２円 

   △４４．４２円 

当期は潜在株式が存在しない 

ため記載していない。 
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建築・土木別 受注、完成、手持工事高 

（単位：百万円） 

当  期 前  期 

（自 平成 15 年 4 月 1 日 

 至 平成 16 年3 月 31 日） 

（自 平成 14 年 4 月 1 日 

 至 平成 15 年3 月 31 日） 

増  減        期 別 

 
 区 分 

金 額     ％ 金 額     ％ 金 額     ％ 

官公庁   ２８，１８２   １０．９   ３８，９５１   １５．３  △１０，７６９  △２７．６ 

民 間  ２３０，１１６   ８９．１  ２１５，２７７   ８４．７   １４，８３８    ６．９ 建 築 

（計） (２５８，２９８) (  ６８．２) (２５４，２２９) (  ６４．３) (  ４，０６９) (   １．６) 

官公庁   ９３，６２９   ７７．９  １２７，６３１   ９０．５  △３４，００２ △２６．６ 

民 間   ２６，５９４   ２２．１   １３，３３８    ９．５   １３，２５５   ９９．４ 土 木 

（計） (１２０，２２３) (  ３１．８) (１４０，９６９) (  ３５．７) (△２０，７４６) (△１４．７) 

官公庁  １２１，８１１   ３２．２  １６６，５８３   ４２．２ △４４，７７２  △２６．９ 

民 間  ２５６，７１０   ６７．８  ２２８，６１５   ５７．８ ２８，０９４   １２．３ 

受 

注 

工 

事 

高 

合 計 

（計） (３７８，５２１) (１００．０) (３９５，１９８) (１００．０) (△１６，６７７ ( △４．２) 

官公庁   ５０，２８８   １７．９   ３６，４２１   １３．９   １３，８６７   ３８．１ 

民 間  ２３０，０２６   ８２．１  ２２５，７８１   ８６．１    ４，２４４    １．９ 建 築 

（計） (２８０，３１４) (  ６４．８) (２６２，２０３) (  ６３．５) ( １８，１１１) (   ６．９) 

官公庁  １１９，４６７   ７８．４  １０６，０１３   ７０．３   １３，４５３   １２．７ 

民 間   ３３，００１   ２１．６   ４４，８５６   ２９．７  △１１，８５４  △２６．４ 土 木 

（計） (１５２，４６８) (  ３５．２) (１５０，８６９) (  ３６．５) (  １，５９８) (  １．１) 

官公庁  １６９，７５６   ３９．２  １４２，４３５   ３４．５   ２７，３２１   １９．２ 

民 間  ２６３，０２７   ６０．８  ２７０，６３８   ６５．５   △７，６１０   △２．８ 

完 

成 

工 

事 

高 

合 計 

（計） (４３２，７８３) (１００．０) (４１３，０７３) (１００．０) ( １９，７１０) (   ４．８) 

官公庁   ４５，８４６   １５．５   ６７，９５２   ２１．４  △２２，１０６  △３２．５ 

民 間  ２４９，７２５   ８４．５  ２４９，６３５   ７８．６       ８９    ０．０ 建 築 

（計） (２９５，５７１) (  ４４．９) (３１７，５８８) (  ４４．５) (△２２，０１６) (  △６．９) 

官公庁  ２８２，０３２   ７７．６  ３０７，８７０   ７７．８  △２５，８３８   △８．４ 

民 間   ８１，２１８   ２２．４   ８７，６２５   ２２．２   △６，４０７   △７．３ 土 木 

（計） (３６３，２５０) (  ５５．１) (３９５，４９５) (  ５５．５) (△３２，２４５) (  △８．２) 

官公庁  ３２７，８７８   ４９．８  ３７５，８２３   ５２．７  △４７，９４４  △１２．８ 

民 間  ３３０，９４３   ５０．２  ３３７，２６０   ４７．３   △６，３１７   △１．９ 

 
手 
持 

工 

事 

高 

合 計 

（計） (６５８，８２２) (１００．０) (７１３，０８４) (１００．０) (△５４，２６２) (  △７．６) 

（％欄カッコ内は建築・土木百分比） 
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（主要受注工事） 

発注者（敬称略） 工     事     名 工事場所 

(学)東 北 学 院 学校法人東北学院中学・高等学校新築移転工事 宮 城 県 

町 屋 駅 前 南 地 区 

市 街 地 再 開 発 組 合 
町屋駅前南地区第一種市街地再開発ビル（仮称）新築工事等 東 京 都 

(学)早 稲 田 大 学 早稲田大学西早稲田キャンパス正門前整備工事 東 京 都 

スターツホテル開発(株) （仮称）スターツ新浦安ホテル新築工事 千 葉 県 

建 
 
 

築 

住 友 不 動 産 ( 株 ) （仮称）北堀江１丁目計画新築工事 大 阪 府 

新 潟 県 鵜川ダム本体建設工事 新 潟 県 

関西国際空港用地造成(株)  ２期空港島埋立工事（二次揚土その１） 大 阪 府 

日 本 道 路 公 団 東九州自動車道佐伯インター工事 大 分 県 

交通部台湾区国道新建工程局  台湾東部高速道路９号隧道南工区 台 湾 

土 
 
 

木 

地 鐵 有 限 公 司 ＭＴＲ５２０１トンチョンケーブルカー建設工事 中 国 

 

  （主要完成工事） 

発注者（敬称略） 工     事     名 工事場所 

草 加 市 新草加市立病院建設工事 埼 玉 県 

(学)大 妻 学 院 大妻学院／大妻中学高等学校新築工事（第１期） 東 京 都 

都 市 基 盤 整 備 公 団 東雲Ｃ街区住宅・施設建設工事 東 京 都 

三 菱 地 所(株)他 (仮称)ＭＭ21-39 街区マンション新築工事（第Ⅱ期棟） 神奈川県 

建 
 
 

築 

鳥 取 県 鳥取県警察本部庁舎新築（建築主体）工事 鳥 取 県 

独立行政法人鉄道建設・ 

運輸施設整備支援機構 
常新、三ノ輪Ｔ他１（イ）工事 東 京 都 

北 陸 電 力(株) 志賀原子力発電所第２号機放水路工事 石 川 県 

日 本 道 路 公 団 第二東名高速道路岡部トンネル（その２）工事 静 岡 県 

名 古 屋 市 高速度鉄道第４号線八事北工区土木工事 愛 知 県 

土 
 
 

木 

九 廣 鐵 路 公 司 西部鉄道２０１工区（錦田－天水圍） 中 国 
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役員の異動 

１．代表者の異動（平成 16 年 6 月 29 日付予定） 

代表取締役 兼 執行役員副社長  上 田 惠一郎 （現 取締役 兼 専務執行役員） 

代表取締役 兼 専務執行役員   川 嶋 信 義 （現 取締役 兼 専務執行役員） 

取締役名誉会長          前 田 又兵衞 （現 代表取締役会長） 

２．その他の役員の異動 

（１）昇格取締役（平成 16 年 6 月 29 日付予定） 

   取締役会長    布 施 洋 一 （現 取締役  兼 執行役員副社長） 

（２）退任取締役（平成 16 年 5 月 20 日付） 

   取締役      清 末 直 行 （特別顧問に就任） 

（３）退任執行役員（平成 16 年 5 月 20 日付） 

   執行役員     渋 谷   弘 （中部支店顧問に就任） 

   執行役員     圓 尾 龍 太 （前田道路㈱顧問に就任） 

（４）その他 

平成 16 年 4 月 1 日開示済み 

以 上 
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